
 

 

○精神疾患等の公務起因性判断のための調査要領について 

 

平成 24 年３月 16 日地基補第 63 号      

各支部事務長あて補償課長     

                                             第１次改正 平成 30 年４月１日地基補第 81 号 

                                             第２次改正 令和元年５月１日地基補第  1 号 

                                             第３次改正 令和３年３月 10 日地基補第 93 号 

 

 

 「精神疾患等の公務災害の認定について」（平成 24 年３月 16 日地基補第 61

号。以下「理事長通知」という。）に関して、各支部における今後の公務（地方

独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第８条第１項第５号に規定する一般地

方独立行政法人の業務を含む。以下同じ。）起因性判断に当たって必要となる「精

神疾患等の公務起因性判断のための調査要領」を別添のとおり作成しましたので、

平成 24 年４月１日以後に受理する精神疾患等に係る公務災害認定請求事案につ

いては、これを参考に、迅速かつ適正な調査を行うようお願いします。（第１次改

正・一部） 

 調査に当たっては、任命権者及び被災職員の所属部局の協力が不可欠であるこ

とから、任命権者等に対して迅速かつ適正な調査の必要性について十分な配慮を

求めるとともに、理事長通知及び「「精神疾患等の公務災害の認定について」の

実施について」（平成 24 年３月 16 日地基補第 62 号。以下「実施課長通知」とい

う。）の十分な周知に努めるようお願いします。 

 なお、「精神疾患に起因する自殺及び精神疾患の公務起因性判断のための調査

事項について」（平成 11 年９月 14 日地基補第 174 号）は廃止するので、ご了知

ください。 



 

 

別添 

 

精神疾患等の公務起因性判断のための調査要領 

 

第１ 調査事項 

１ 一般的事項（様式２の１） 

(1) 被災職員の氏名、性別及び生年月日 

(2) 所属部局及び職名 

(3) 傷病名及び傷病の程度 

(4) 災害発生（精神疾患事案の場合は精神疾患発症、自殺事案の場合は自殺

行為による死亡等をいう。以下同じ。）の日及び場所 

２ 災害発生の状況（様式２の２） 

３ 災害発生前の勤務状況 

(1) 職歴（病気休暇の取得、休職、復職等の経過を含む。）（様式２の３(1)） 

(2) 被災職員の所属する組織、人員配置及び事務分掌（様式２の３(2)) 

(3) 上司、同僚、部下の病休、欠員等の状況（様式２の３(3)） 

(4) 勤務形態（様式２の３(4)） 

ア 勤務時間、休憩時間及び休息時間 

イ 週所定勤務時間数 

ウ 交替制勤務の内容（該当する事案のみ） 

(5) 職に割り当てられた所定の業務内容（様式２の３(5)） 

(6) 業務負荷の状況（様式２の３(6)及び様式３） 

ア 請求者の主張 

イ 上司、同僚及び部下の証言 

ウ 職場の支援・協力等 

(7) 時間外勤務等（正規の勤務時間における勤務及び時間外勤務命令を受け

て行った勤務並びにそれ以外の業務に関する活動（その必要性、内容、時

間等が在庁時間のデータや同僚証言等によって確認されたものに限る。）

のうち、１週当たり 40 時間（１日当たり８時間）を超えるものをいう。

以下同じ。）の状況（様式２の３(7)及び様式４）（第３次改正・一部） 

 



 

 

(8) 休暇（年次有給休暇等）の取得状況（様式２の３(8)） 

(9) 通勤の経路、方法、通勤時間等（様式２の３(9)） 

４ 災害発生前の身体・生活状況 

(1) 身長及び体重（様式２の４(1)） 

(2) 業務以外の負荷（様式２の４(2)及び様式５（その１）） 

ア 本人自身の出来事（離婚等の家庭問題、事故・事件、けが・病気等） 

イ 本人の家族の出来事（配偶者等の死亡・けが・病気等） 

ウ 金銭関係（財産の損失等） 

エ その他の業務以外の出来事 

(3) 個体側要因（様式２の４(3)及び様式５（その１・その２）） 

ア 精神疾患の既往歴 

イ 社会適応状況における問題 

ウ アルコール等への依存の有無 

エ 性格傾向 

５ その他の事項 

(1) 主治医の診断（自殺事案については死亡診断）（様式２の５(1)） 

(2) 主治医の意見（様式２の５(2)及び様式７） 

ア 疾患名及びその根拠 

イ 発症時期及びその根拠 

ウ 治療期間 

エ 治療経過及び治療内容 

オ 素因、基礎疾患及び既往歴の有無 

カ 治ゆの日時又は今後の治ゆの見込み 

(3) 被災職員の肉体的・精神的不調和の状況（様式２の５(3)及び様式６） 

ア 被災職員本人の訴え 

イ 家族からみて 

ウ 職場関係者からみて 

(4) 精神疾患発症後の状況（様式２の３(1)） 

ア 病気休暇の取得状況 

イ 休職の状況 

ウ 復職、異動等の状況 



 

 

(5) その他必要な事項 

 

第２ 留意点及び必要な関係資料 

 第１に掲げる調査事項について留意点及び原則として必要となる関係資料を

次に示すので、これらを参考にして、必要かつ十分な調査を行うこと。 

 なお、本項において「調査期間」とあるのは、精神疾患発症前の６か月間の

期間をいう（なお、自殺事案の調査事項のうち、①業務以外の負荷（第１の４

(2)）、②個体側要因（第１の４(3)）、③主治医の意見（第１の５(2)）につい

ては精神疾患発症後自殺までの期間を加えた期間を調査する。ただし、それ以

外の調査事項についても、必要に応じ、自殺までの期間を加えた期間を調査す

ることもある）。 

 また、調査期間については、実施課長通知２(1)に留意すること。 

１ 一般的事項 

 傷病名については、精神疾患事案の場合は発症した精神疾患名、自殺事案

の場合は自殺行為による死亡等の原因名（例：一酸化炭素中毒による死亡）

を様式２の１に記入する。 

 災害発生の日（被災日）については、精神疾患事案の場合は精神疾患発症

の日、自殺事案の場合は自殺行為による死亡等の日を様式２の１に記入す

る。 

 また、精神疾患発症の日は、調査期間の設定に当たって重要になるので、

第１の５(2)の主治医の意見及び同(3)の被災職員の肉体的・精神的不調和の

状況を参考に、慎重に調査する。 

 なお、自殺事案における公務災害認定通知の際の「災害発生年月日」につ

いては、「精神疾患発症日」となるため、注意すること。 

２ 災害発生の状況 

(1) 留意点 

 公務災害認定請求書に記載された内容等を基に、被災職員がどのような

状況、経緯で精神疾患を発症したか又は自殺を図ったか等について、様式

２の２に概要を記入する。 

 なお、自殺事案の場合は、自殺の場所・方法を記入する。 

(2) 原則として必要となる関係資料（自殺事案のみ） 



 

 

ア 災害発生現場の見取図又は写真 

イ 解剖所見 

ウ 警察署の意見 

エ 遺書 

オ 遺族の申立書 

３ 災害発生前の勤務状況 

(1) 留意点 

ア 職に割り当てられた所定の業務内容の詳細（調査期間において異動が

あった場合は異動前の職務内容を含む。）（第１の３(5)） 

 業務内容には、通常の日常の業務のほか、特別に割り当てられた業務

（制度の創設、条例の改廃等）を含む。 

イ 業務負荷の状況（第１の３(6)） 

(ｱ) 請求者から提出された資料を基に、調査期間における業務負荷に関

する請求者の主張を、時系列に整理する。 

 その後、必要に応じて所属部局に対して、これに関する上司、同僚

及び部下（以下「職場の関係者」という。）の証言を求める。 

 これらの調査結果及び下記(ｲ)の支援・協力等の調査結果を様式２の

３(6)に記入する（概要で可）。 

(ｲ) 上記(ｱ)の過重な業務等に関して、所属部局において、被災職員に対

する支援・協力等（仕事のやり方の見直し改善、応援体制の確立、責

任の分散等）が行われていた場合は、その時期、具体的な内容も調査

する。 

(ｳ) 上記(ｱ)及び(ｲ)の調査結果等を基に、調査期間において精神疾患発

症の原因とされる業務に関する出来事を洗い出し、実施課長通知別表

「業務負荷の分析表」の「出来事例」に当てはめ、当該「出来事例」

に対応する「着眼する要素」の各要素に係る事実関係について整理し、

様式３に記入する（概要で可）。当該事実関係が上記(ｱ)及び(ｲ)の調

査結果等では不明な場合は、必要に応じて、請求者や所属部局等に対

して追加の調査をする。 

 なお、業務負荷の状況の調査については、「業務負荷の分析表」を

参考にすること。 



 

 

ウ 時間外勤務等の状況（第１の３(7)） 

(ｱ) 時間外勤務等については、調査期間における時間外勤務等の時間数

及び業務内容について調査する。 

 時間外勤務等の時間数については、原則として時間外勤務命令簿や

時間外勤務報告書等の時間外勤務命令の根拠となる資料に基づき調査

する。 

 ただし、請求者が、過重な業務として、時間外勤務命令簿等によっ

て確認できる勤務以外にも業務に関する活動を行っていた旨主張する

場合等には、請求者に様式４への記入を求める。その場合、所属部局

に対して、タイムカード、警備日誌、鍵の受け渡し簿等の在庁時間の

根拠となるデータや資料について調査し、さらに、必要に応じて職場

の関係者に証言を求める。併せて、必要に応じて所属部局に様式４へ

の記入を求めても差し支えない。 

 また、時間外勤務等の具体的な業務内容についても様式４で調査す

る（詳細が不明な場合には、時間外勤務等を行うこととなった背景（例

えば、制度の創設、繁忙部署への異動、組織の合理化等による自ら処

理すべき業務の増加等）を確認することで可）。 

 これらの調査の結果に基づき、時間外勤務等の状況を様式２の３(7)

アに記入する。（第３次改正・一部） 

 

(ｲ) 請求者が、自宅等で作業を行っていた旨主張する場合は、作業内容、

作業時間数、作業の必要性及び具体的成果物について調査する。 

 これらの調査の結果、自宅等で作業せざるを得ない諸事情が客観的

に証明された場合については、具体的成果物の合理的評価に基づき算

出される時間数を、様式２の３(7)イに記入する。 

(2) 原則として必要となる関係資料 

ア 所属部局の組織図（機構図）及び事務分掌表 

イ 被災職員の職務歴（人事記録等） 

ウ 時間外勤務命令簿、時間外勤務報告書 

エ 在庁時間を確認できるデータや資料（タイムカード、警備日誌、鍵の

受け渡し簿等）（上記ウを上回る時間外勤務等を行っていたとの主張が



 

 

ある場合等） 

オ 自宅等での作業の成果物（自宅等で作業をしていたとの主張がある場

合） 

カ 休暇簿 

キ 通勤届 

４ 災害発生前の身体・生活状況 

(1) 留意点 

ア 業務以外の負荷（第１の４(2)） 

 業務以外の負荷については、請求者に対して調査する。 

イ 個体側要因（第１の４(3)） 

 個体側要因については、請求者及び所属部局に対して調査する。 

 また、既往歴の確認のため、共済組合等に対して診療報酬明細書の提

出を求める。 

(2) 原則として必要となる関係資料 

ア 既往の精神疾患に係る主治医の診断書、診療録等（既往歴が確認され

た場合） 

イ 診療報酬明細書 

５ その他の事項 

(1) 留意点 

ア 主治医の意見（第１の５(2)） 

 精神疾患発症後、相当期間治療を継続している場合（特に治療を受け

ながら通常の勤務を行っている場合）、その過程で治ゆ（症状固定を含

む。以下同じ。）している可能性も考えられることから、主治医等に対

して必要に応じ災害補償制度における治ゆの考え方を示しつつ、治ゆに

ついて調査する。 

 なお、治ゆ及び治ゆ後再び精神疾患を発症した場合の考え方について

は、理事長通知第５を参考にすること。 

イ 被災職員の肉体的・精神的不調和の状況（第１の５(3)） 

 被災職員及び家族に対して、肉体的・精神的不調和の内容及びそれが

始まった時期について調査する。 

 なお、自殺事案の場合は、遺族及び職場関係者に対して調査する。 



 

 

ウ その他必要な事項（第１の５(5)） 

 上記のほか、健康診断や上司・産業医との面接などにおいて請求に係

る疾病に関係する愁訴が確認される場合の関係資料など、事案に応じて

適宜必要な事項を調査すること。 

(2) 原則として必要となる関係資料 

 主治医の診断書、診療録（カルテ）等 

 

第３ 調査の様式 

 調査が効率的に行われるよう、別添の様式を作成したので、活用されたい。 

１ 様式１（精神疾患等事案報告書） 

 支部が公務災害認定請求書を受理した段階で本部に送付するものであり、

支部において作成する。 

２ 様式２（精神疾患等の公務起因性判断のための調査票） 

 公務災害認定請求書、下記の様式３から様式７まで及び収集した関係資料

等を基に、支部において作成する。 

３ 様式３（業務負荷の状況） 

 「業務負荷の分析表」を参考にして、支部において作成する。 

４ 様式４（正規の勤務時間以外の時間帯に行った活動の状況） 

 請求者が、過重な業務として、時間外勤務命令簿等によって確認できる勤

務以外にも業務に関する活動を行っていたと主張する場合等に、適宜活用す

る。 

 また、請求者が、自宅作業等を行っていたと主張する場合も、その必要性、

作業の時間数及び作業の具体的内容について様式４を活用し、作業の具体的

成果物等を様式４に添付する。 

５ 様式５（災害発生前の身体・生活状況） 

 「その１」は、被災職員及び家族（自殺事案の場合は遺族）が記入する。 

 「その２」は、職場関係者が記入する。 

６ 様式６（肉体的・精神的不調和の状況） 

 「その１」は、被災職員及び家族（自殺事案の場合は遺族）が記入する。 

 「その２」は、職場関係者が記入する。 

７ 様式７（意見書） 



 

 

 第１の５(2)の事項等について、主治医が記入する。 

 なお、様式７は基本様式であるので、支部において任意の様式を用いても

差し支えない。ただし、その場合でも、様式７の各項目を含むようにするこ

と。 


